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(57)【要約】
　【課題】藻類の生育段階に合わせた生育環境を藻類増
殖部材本体２１の表面２１Ａに簡易な構成で整える。
　【解決手段】
　藻類を生育するための藻類増殖部材本体２１を有する
藻類の生育部材において、前記藻類増殖部材本体２１の
表面２１Ａ上に、前記藻類の生育段階に合わせて少なく
とも３段階に高さを異ならせた複数の突起部２１２ａ、
２１２ｂ、２１２ｃを設ける。
　【選択図】図３



(2) JP 2008-61563 A 2008.3.21

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　藻類を生育するための生育部材本体を有する藻類の生育部材において、
　前記生育部材本体の表面上に、前記藻類の生育段階に合わせて少なくとも３段階に高さ
を異ならせた複数の突起部を設けていることを特徴とする藻類の生育部材。
【請求項２】
　前記突起部を、前記生育部材本体の表面に対して垂直に設けていることを特徴とする請
求項１記載の藻類の生育部材。
【請求項３】
　前記突起部を円柱形状としていることを特徴とする請求項１又は２記載の藻類の生育部
材。
【請求項４】
　前記生育部材本体を樹脂にて成形していることを特徴とする請求項１乃至３記載の藻類
の生育部材。
【請求項５】
　前記生育部材本体を射出成形していることを特徴とする請求項１乃至４記載の藻類の生
育部材。
【請求項６】
　前記生育部材本体から拡張した藻類の根が活着する活着部を有するスペーサ部材を具備
し、
　前記生育部材本体を前記スペーサ部材に対して取り付け、生育部材本体と当該生育部材
本体を海底に保持する台座との間に前記スペーサ部材を介在させることを特徴とする請求
項１乃至５記載の藻類の生育部材。
【請求項７】
　前記生育部材本体を前記スペーサ部材に対して着脱可能に取り付けることを特徴とする
請求項６記載の藻類の生育部材。
【請求項８】
　前記スペーサ部材と前記生育部材本体との間に隙間を形成するための凹部を前記スペー
サ部材又は前記生育部材本体に設けていることを特徴とする請求項７記載の藻類の生育部
材。
【請求項９】
　前記突起部に藻類の胞子等を付着させた種糸を掛け回すことによって、種糸を取り付け
るように構成していることを特徴とする請求項１乃至８記載の藻類の生育部材。
【請求項１０】
　前記種糸を差し入れる差込口と、当該差込口よりも幅狭な固定口と、当該差込口と前記
固定口とを連通する連通溝とを有する固定用切欠部を前記生育部材本体に形成し、
　前記差込口から前記固定口に向って順に前記種糸を差し込んで固定することを特徴とす
る請求項９記載の藻類の生育部材。
【請求項１１】
　前記生育部材本体に、当該生育部材本体を水中に吊り下げるための吊下げ具を取り付け
るための取付部を設けていることを特徴とすることを特徴とする請求項１乃至１０記載の
藻類の生育部材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、藻場を形成する藻類を生育するための生育部材に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、磯焼けなどにより消失した藻場をより効率よく回復し、あるいは従前は藻場が存
在しなかった箇所に新たに藻場を造成して優良な漁場を創出する方策として、主として藻
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類の生育機能と海底に固定するための台座機能とを分けて考慮し、生育部材と台座部材と
を着脱可能に取り付けられるようにしたいわゆる着脱式藻場増殖礁が考えられている。こ
の着脱式藻場増殖礁では、生育部材を用いて生育に適した生育ゾーンで藻類を胞子から初
期培養し或いは幼芽から中間培養し、藻類がある程度まで成育すれば藻場を造成すべき造
成ゾーンに生育部材を移設して台座部材に取り付けることによって藻場増殖礁を形成する
ようにしたものである。（特許文献１参照）。
【特許文献１】特許第３５３２８６５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、藻類は各生育段階で大きさや生態が著しく異なるため、藻類が必要とす
る環境は生育するに従って徐々に変化する。よって、上述の様に同一の生育部材の上で藻
類を胞子や幼芽の段階から藻場を形成する成体等の段階まで育てることは困難であった。
また、藻類の各種生育段階に応じた環境が整っていないと、例えば、生育部材上に折角育
てた藻類が良好に活着せず海流に流されてしまうこともあり、それまでにかけた多大な労
力や月日が無駄になってしまう。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　そこで、本発明の生育部材は、藻類を生育するための生育部材本体を有する藻類の生育
部材において、前記生育部材本体の表面上に、前記藻類の生育段階に合わせて少なくとも
３段階に高さを異ならせた複数の突起部を設けていることを特徴とする。
【０００５】
　このような構成を採用することで、藻類の生育段階に合わせた生育環境を簡易な構成に
て生育部材本体の表面に整えることが可能となり、また、当該生育部材を利用することで
藻類が良好に育ち藻場においても適切に活着する確率が飛躍的に向上する。
【０００６】
　更に、製造の簡便性や製造方法の選択自由度を考慮すると、前記突起部を前記生育部材
本体の表面に対して垂直に設けることや、前記突起部を円柱形状とすることが望ましい。
【０００７】
　加えて、前記生育部材本体を樹脂にて成形することで生育部材本体をより簡易に製造で
きる他、軽量化を図ることが可能となるため取り扱いの利便性が向上し、例えば垂下式中
間育成システム等にも好適に利用することができる。
【０００８】
　また、前記生育部材本体を射出成形することで、量産性に優れ、品質のばらつきが小さ
い部材を得ることができる。
【０００９】
　更に、前記生育部材本体から拡張した藻類の根が活着する活着部を有するスペーサ部材
を具備し、前記生育部材本体を前記スペーサ部材に対して取り付け、生育部材本体と当該
生育部材本体を海底に保持する台座との間に前記スペーサ部材を介在させることが考えら
れる。
【００１０】
　これにより、生育した藻類がしっかりとした大きな根を張ることができ、成長した藻類
に適した生育環境を活着部に整えておき、藻類の生育環境をより向上させることができる
。
【００１１】
　更には、当該スペーサ部材にて生育部材本体を台座から離間させているため、例えば、
海底の砂が舞って前記生育部材本体の上の藻類の胞子等が砂に埋もれてしまうことを防止
することや、生育した藻類の根が張る部位を確保することが可能となる。
【００１２】
　加えて、前記生育部材本体を前記スペーサ部材に対して着脱可能に取り付けることで、
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例えば、前記生育部材本体から拡張した藻類の根が前記活着部に活着した後に新たな生育
部材本体を再び前記スペーサ部材に取り付けて更に藻類を追加することで豊富な藻類を蓄
えた藻場を実現することができる。また、当初取り付けた生育部材本体の上で藻類が生育
しなかった場合には、良好に育っている生育部材本体に取り替えるなど、個々の生育状況
に応じて柔軟な対応をすることも可能である。
【００１３】
　更には、このようにスペーサ部材を、藻類の胞子等を付着させた生育部材本体と別体と
することで、生育部材本体の形状や重量等の自由度が飛躍的に高まり、当該生育部材本体
を軽量且つ取り扱い易い形状とすることができる。
【００１４】
　また、前記生育部材本体の着脱を容易にするためには、前記スペーサ部材と前記生育部
材本体との間に隙間を形成するための凹部を前記スペーサ部材又は前記生育部材本体に設
けることが望ましい。
【００１５】
　加えて、前記突起部に藻類の胞子等を付着させた種糸を掛け回すことによって、種糸を
取り付けるように構成することで、生育部材本体に藻類が着生し成育すると、藻類は生育
部材本体に形成した突起部を抱きかかえるように根を張ることができるため、藻類を安定
的に生育部材本体に活着させることが可能となる。
【００１６】
　更に、突起部に掛け回した種糸を生育部材に容易に固定するためには、前記種糸を差し
入れる差込口と、当該差込口よりも幅狭な固定口と、当該差込口と前記固定口とを連通す
る連通溝とを有する固定用切欠部を前記生育部材本体に形成し、前記差込口から前記固定
口に向って順に前記種糸を差し込んで固定することが望ましい。
【００１７】
　また、前記生育部材本体に、当該生育部材本体を水中に吊り下げるための吊下げ具を取
り付けるための取付部を設けることで、例えば生育部材本体のみを海中に吊り下げて藻類
を胞子から初期培養等し藻類をある程度まで生育するような方法を容易に実現し、藻類の
生育を更に良好とすることができる。
【発明の効果】
【００１８】
　以上説明したように、簡易な構成にて藻類の生育段階に合わせた生育環境を生育部材本
体の表面に整えることが可能となり、当該生育部材を用いることで藻類が良好に育ち藻場
においても適切に活着する確率が飛躍的に向上する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　以下、本発明の実施形態を、図面を参照して説明する。
【００２０】
　本発明の藻類増殖部材２（本発明の「生育部材」に相当する。）を採用した増殖礁Ａは
、海底に沈設して使用されるものであって、例えば、図１に示すように、アワビ、トコブ
シ、サザエ、ウニ等の磯根資源を稚体から成体まで成育・増殖させることを主目的とする
磯根資源増殖ブロック１（本発明の「台座」に相当する。）と、アラメ、クロメ、カジメ
等の藻類を生育・増殖させて藻場を形成することを主目的とする藻類増殖部材２と、藻類
増殖部材２を磯根資源増殖ブロック１に着脱可能に取り付けるための止着具Ｘと、海底に
接地されてこれら磯根資源増殖ブロック１及び藻類増殖部材２を支持するコンクリートベ
ース３と、磯根資源増殖ブロック１とコンクリートベース３との間に配する中間取付部材
４と、磯根資源増殖ブロック１及び藻類増殖部材２を覆うことで覆った内部空間に稚体の
成育・増殖に適した磯根資源成育領域及び藻類の生育・増殖に適した藻類生育領域Ｐを形
成する防護ネット装置５と、コンクリートベース３に設けた貫通孔に対して着脱可能な貫
通孔用部材６とを具備して成る。以下、各部を具体的に説明する。
【００２１】
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　磯根資源増殖ブロック１は、図１、図２に示すように、平面視ほぼ正方形の平板の下に
、下面を上面よりも小さいほぼ正方形状とした正四角錐台を一体に連続させた形状をなす
コンクリート製ブロックからなる本体部１１を主体としている。そして、その上面に、藻
類増殖部材２を取付可能に設定している。なお、当該上面に、さらに他の磯根資源増殖ブ
ロック１を取り付けることもできる。また、この本体部１１の下端部には、コンクリート
ベース３のブロック取付部（図示せず）に挿入するアンカー筋１２を下方へ鉛直に突出さ
せて埋設してある。すなわち、このアンカー筋１２がブロック取付部内のバネワッシャに
引っ掛かる構成により、磯根資源増殖ブロック１が中間取付部材４を介してコンクリート
ベース３に固定されることとなる。さらに、本体部１１の上端部には、隣接する磯根資源
増殖ブロック１に向けて突出する半球状の突起１３が形成してあり、この突起１３により
隣接する本体部１１同士が直接衝突して欠けたり割れたりすることを防止している。なお
、この突起１３は、ブロック取付部３４に軸着された磯根資源増殖ブロック１が水平方向
へ回転することを抑制する機能と、隣接する磯根資源増殖ブロック１の位置決め機能をも
有している。また、本体部１１の上面には、藻類増殖部材２を着脱可能に取り付けられる
ようにするために、複数（図示例では４本）のステンレス製のボルト１４を起立姿勢で埋
設してある。
【００２２】
　藻類増殖部材２は、図２に示すように、藻類を生育するための藻類増殖部材本体２１（
本発明の「生育部材本体」に相当する。）と、当該藻類増殖部材本体２１から拡張した藻
類の根が活着する活着部２２１を有するスペーサ部材２２とを具備し、当該スペーサ部材
２２を前記藻類増殖部材本体２１と当該藻類増殖部材本体２１を海底Ｐに保持する重しと
してのアンカー機能を有する磯根資源増殖ブロック１との間に、着脱可能に介在させる構
成としている。
【００２３】
　藻類増殖部材本体２１は、２０ｃｍ×６ｃｍ程度の平面視上下左右対称の略長方形状を
有する樹脂製プレートであり、射出成形により製造している。また、当該藻類増殖部材本
体２１の表面２１Ａ上に、前記藻類の生育段階に合わせて少なくとも３段階に高さを異な
らせた複数の突起部２１２ａ、２１２ｂ、２１２ｃを互いに接した状態に設けることでア
ラメ等の海藻Ｂ０が活着しやすい構成としている。
【００２４】
　具体的には、図５、図６に示すように、薄板状の基材部２１１の表面上に高さが異なる
第一突起部２１２ａ、第二突起部２１２ｂ、第三突起部２１２ｃを其々複数形成し、当該
第三突起部２１２ｃにアラメ等の海藻Ｂ０の胞子や遊走子等を付着させた種糸Ｙを掛け回
して取り付ける。
【００２５】
　更に、当該藻類増殖部材本体２１は、図４に示すように、前記種糸Ｙを表面２１Ａに巻
き付けた状態で海中に吊り下げて海藻Ｂ０を育成する垂下式中間育成システムに適してい
るため、図５に示すように、その表面２１Ａ上に当該藻類増殖部材本体２１を水中に吊り
下げるための吊下げ具Ｈを構成するロープＨ１を当該藻類増殖部材本体２１２の表面２１
Ａに添接させる添接路２１４を形成すると共に、当該吊下げ具Ｈに当該藻類増殖部材本体
２１２を取り付けるための吊下げ具取付部２１５を設けている。
【００２６】
　基材部２１１は、後述する吊下げ具取付部２１５を開口した一定（３ｍｍ程度）の厚み
を有する薄板材である。
【００２７】
　第一突起部２１２ａは、藻類増殖部材本体２１の表面２１Ａを凸の形状をなすように部
分的に盛り上げる隆起部であり、前記基材部２１１と一体に形成している。複数の第一突
起部２１２ａは、前記添接路２１４や止着具Ｘの取付面ＸＡ等を回避した部位に長手方向
に列を成した状態で前記藻類増殖部材本体２１の表面２１Ａに対して垂直に立設している
。
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【００２８】
　更に、当該第一突起部２１２ａは、藻類の根が生える前の生育段階に適した高さを有す
る突起部である。本実施の形態においては、当該第一突起部２１２ａは、高さ方向に沿っ
て各部等断面形状を成す円柱形状であり、前記藻類増殖部材本体２１の表面２１Ａからの
高さを０．５ｍｍ程度、その直径を２ｍｍ程度としている。
【００２９】
　第二突起部２１２ｂは、前記第一突起部２１２ａと同様に藻類増殖部材本体２１の表面
２１Ａを凸の形状をなすように部分的に盛り上げる隆起部であり、前記基材部２１１と一
体に形成している。複数の第二突起部２１２ｂは、前記添接路２１４や止着具Ｘの取付面
ＸＡ等を回避した部位に各々一定間隔を隔てて長手方向に列を成した状態で前記藻類増殖
部材本体２１の表面２１Ａに対して垂直に立設している。
【００３０】
　更に、当該第二突起部２１２ｂは、前記第一突起部２１２ａより高い高さである藻類の
根が生え始めた生育段階に適した高さを有する突起部である。本実施の形態においては、
当該第二突起部２１２ｂは、高さ方向に沿って各部等断面形状を成す円柱形状であり、前
記藻類増殖部材本体２１の表面２１Ａからの高さを３ｍｍ程度、その直径を２ｍｍ程度と
している。
【００３１】
　第三突起部２１２ｃは、前記第一突起部２１２ａ等と同様に藻類増殖部材本体２１の表
面２１Ａを凸の形状をなすように部分的に盛り上げる隆起部であり、前記基材部２１１と
一体に形成している。複数の第三突起部２１２ｃは、前記添接路２１４や止着具Ｘの取付
面ＸＡ等を回避した部位に各々一定間隔を隔てて長手方向に列を成した状態で前記藻類増
殖部材本体２１の表面２１Ａに対して垂直に立設している。
【００３２】
　更に、当該第三突起部２１２ｃは、前記第二突起部２１２ｂより高い高さである藻類の
根が延びた生育段階に適した高さを有する突起部である。本実施の形態においては、当該
第三突起部２１２ｃは、高さ方向に沿って各部等断面形状を成す円柱形状であり、前記藻
類増殖部材本体２１の表面２１Ａからの高さを１．５ｃｍ程度、その直径を１ｃｍ程度と
している。
【００３３】
　ここで、各突起部の配列について説明すると、第二突起部２１２ｂ及び第三突起部２１
２ｃの周囲を囲むように前記第一突起部２１２ａを前記藻類増殖部材本体２１の表面２１
Ａに立設している。また、各突起部の個数は、第一突起部２１２ａ、第二突起部２１２ｂ
、第三突起部２１２ｃの順に多く設けている。
【００３４】
　固定用切欠部２１３は、図５に示すように、藻類増殖部材本体２１の対向する両側端か
ら中央に向かって藻類増殖部材本体２１の一部を長手方向に沿って切り欠いた一対の切欠
部である。
【００３５】
　具体的には、図７に示すように、前記種糸Ｙを差し入れる差込口２１３ａと、当該差込
口２１３ａよりも幅狭な固定口２１３ｂと、当該差込口２１３ａと前記固定口２１３ｂと
を連通する連通溝２１３ｃとを有し、前記差込口２１３ａから前記固定口２１３ｂに向っ
て順に前記種糸Ｙを差し込んで固定する構成としている。
【００３６】
　差込口２１３ａは、前記藻類増殖部材本体２１の表面側に設けた幅２ｍｍ程度の開口で
あり、当該開口を藻類増殖部材本体２１の表面側から裏面側に向けて漸次幅狭とする勾配
を有している。
【００３７】
　固定口２１３ｂは、前記藻類増殖部材本体２１の裏面側に設けた前記種糸Ｙの直径より
も小なる幅０．８ｍｍ程度の開口であり、当該開口に前記種糸Ｙを押し込んで藻類増殖部
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材本体２１に固定できるように構成している。
【００３８】
　連通溝２１３ｃは、前記差込口２１３ａから差し込んだ種糸Ｙを前記固定口２１３ｂに
導くための溝であり、前記藻類増殖部材本体２１の側面側を開口している。
【００３９】
　添接路２１４は、図４に示すように、複数の突起部２１２ａ、２１２ｂ、２１２ｃを避
けた中央部に設けた藻類増殖部材本体２１の平面的な表面２１Ａ上の部位であり、藻類増
殖部材本体２１を吊り下げるロープＨ１を添接路２１４に添接させて取り付けた状態で海
中に吊す際に、そのロープＨ１を前記表面２１Ａに沿って幅方向に亘って通過させる。
【００４０】
　吊下げ具取付部２１５は、前記藻類増殖部材本体２１を前記吊下げ具Ｈに取り付けるた
めの取付部である。本実施の形態においては、前記添接路２１４上、具体的には当該藻類
増殖部材本体２１の略中央部に位置する厚み方向に貫通する直径１．４ｃｍ程度の貫通孔
であり、当該貫通孔に前記ロープＨ１を通すことで、藻類増殖部材本体２１を吊下げ具Ｈ
に取り付けられるようにしている。
【００４１】
　また、当該吊下げ具取付部２１５は、前記藻類増殖部材本体２１を磯根資源増殖ブロッ
ク１に取り付けるための取付部としての機能も有している。具体的には、吊下げ具取付部
２１５である貫通孔に磯根資源増殖ブロック１上に設けたボルト１４を挿通させた状態で
止着具Ｘ及び薄肉略リング状を成すゴム製の弾性体（図示せず）を用いて藻類増殖部材本
体２１を磯根資源増殖ブロック１の上方に着脱可能に固定する。
【００４２】
　従って本実施形態の場合、当該吊下げ具取付部２１５を用いてロープＨ１に藻類増殖部
材本体２１を吊下げる垂下式中間育成システムを採用し、この藻類増殖部材本体２１を、
海藻Ｂ０が海底でウニ、巻貝、ウミウシ等の植食生物による食害被害に遭いにくくなる大
きさ、すなわちフロロタンニン等の苦み成分を分泌できる大きさである目視により海藻Ｂ
０が３～１０ｃｍとなるまで生長させ、その後当該藻類増殖部材本体２１を海中から引き
上げて作業船上で当該藻類増殖部材本体２１を磯根資源増殖ブロック１のボルト１４にス
ペーサ部材２２を介在させた状態で着脱可能に取り付ける。
【００４３】
　尚、前記止着具Ｘの取付面ＸＡ、前記添接路２１４及び固定用切欠部２１３の周面２１
３Ｘは、各種取付性等を考慮して平坦面としている。
【００４４】
　スペーサ部材２２は、前記藻類増殖部材本体２１と前記磯根資源増殖ブロック１とを離
間させる機能を有するものであり、前記藻類増殖部材本体２１と同様に、略中央部に厚み
方向に貫通する直径１．４ｃｍ程度の貫通孔を形成し、当該貫通孔に前記磯根資源増殖ブ
ロック１上に設けたボルト１４を挿通させた状態で止着具Ｘを用いて前記藻類増殖部材本
体２１と前記磯根資源増殖ブロック１との間に着脱可能に固定される。また、当該スペー
サ部材２２を手で取り扱い得る程度の大きさ及び重量（約１．５ＫＧ程度）を有するもの
とすることで、運搬等の取り扱い、メンテナンスの便を向上するようにしている。
【００４５】
　詳述すると、当該スペーサ部材２２は、一辺を２０ｃｍとする平面視略正方形状を成し
３ｃｍ程度の厚みを有するコンクリート製の部材であり、前記藻類増殖部材本体２１の表
面２１Ａよりも広い平面視形状を有する表面２２Ａと、当該表面２２Ａと連続して設けた
高さ確保部２２４を形成する側周面２２Ｂと、当該側周面２２Ｂと連続して設けた裏面２
２Ｃとを有する。
【００４６】
　尚、スペーサ部材２２を藻類増殖部材本体２１と前記磯根資源増殖ブロック１との間に
固定した状態で、当該スペーサ部材２２の表面２２Ａと前記藻類増殖部材本体２１の裏面
２１Ｂ、当該スペーサ部材２２の裏面２２Ｃと磯根資源増殖ブロック１の表面とが当接す
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るため、取付性（取り付けた時の座り等）を考慮して前記スペーサ部材２２の表面２２Ａ
の一部、スペーサ部材２２の裏面２２Ｃ、前記藻類増殖部材本体２１の裏面２１Ｂ及び磯
根資源増殖ブロック１の表面を平坦面としている。
【００４７】
　活着部２２１は、複数の突起部２２１ａを有する面であり当該突起部２２１ａ等を用い
て前記藻類増殖部材本体２１から拡張した藻類の根を良好に活着させる。具体的には、後
述する藻類増殖部材本体取付部２２２の周囲を囲む部位であるスペーサ部材２２の両側端
部に一対の活着部２２１を形成している。
【００４８】
　突起部２２１ａは、前記スペーサ部材２２の片面上に凸の形状をなすように部分的に盛
り上げた隆起部である。本実施の形態においては、数ｃｍ程度の自然石を模している。
【００４９】
　藻類増殖部材本体取付部２２２は、前記藻類増殖部材本体２１を当該スペーサ部材２２
に取り付けるために形成した溝部であり上方及び側方を開口している。当該藻類増殖部材
本体取付部２２２である溝部は、藻類増殖部材本体２１の長手寸法と略同様の長手寸法（
２０ｃｍ）と、当該藻類増殖部材本体２１の短手寸法よりやや幅広な短手寸法（６．４ｃ
ｍ）を有する平面視略長方形状の底面と、当該底面から前記活着部２２１に向けて開口が
漸次広くように所定角度の傾斜をつけた側面とを有している。更に、前記藻類増殖部材本
体２１の厚みと略同一程度の深さを有し、藻類増殖部材本体２１を取り付けた状態で当該
藻類増殖部材本体２１の表面２１Ａと前記活着部２２１とが略面一となるようにしている
。
【００５０】
　凹部２２３は、前記藻類増殖部材本体２１を前記藻類増殖部材本体取付部２２２に取り
付けた状態で藻類増殖部材本体２１とスペーサ部材２２との間に指等を挿入可能な程度、
具体的には、指等の挿入方向に１０ｍｍ、当該挿入方向と直行する方向に２０ｍｍ、当該
スペーサ部材２２の厚み方向に１０ｍｍ程度の寸法を有するように当該スペーサ部材２２
の表面２１Ａを凹ませて形成している。
【００５１】
　本実施の形態においては、一対の凹部２２３をスペーサ部材２２の対向する辺の略中央
部に各々設けている。また、当該凹部２２３を前記固定用切欠部２１３の下方に設けるこ
とで藻類増殖部材本体２１をスペーサ部材２２に取り付ける際に前記固定用切欠部２１３
に固定した種糸Ｙの端部が邪魔にならないようにしている。
【００５２】
　高さ確保部２２４は、前記藻類増殖部材本体２１と台座となる前記磯根資源増殖ブロッ
ク１とを離間させて、前記磯根資源増殖ブロック１から前記藻類増殖部材本体２１までに
一定の高さを確保するための部位である。
【００５３】
　止着具Ｘは、図３に示すように、握った状態で操作可能な操作部Ｘ２および前記磯根資
源増殖ブロック１に設けたボルト１４に取り付けるためのナット部Ｘ３を有し、前記ボル
ト１４と前記ナット部Ｘ３とを螺合させた状態で前記操作部Ｘ２を操作することにより、
前記藻類増殖部材本体２１及び前記スペーサ部材２２を前記ボルト１４に着脱可能に固定
するものである。
【００５４】
　詳述すると、略円板状の台座部Ｘ１と、この台座部Ｘ１の上面側に設けた操作部Ｘ２と
を具備するものである。
【００５５】
　操作部Ｘ２は、台座部Ｘ１の略中央部から起立する略円柱状の起立部Ｘ２１と、この起
立部Ｘ２１を挟み込む位置に設けられ上方に向けて二股に分かれる一対の薄板状の鍔部Ｘ
２２とを具備して成るものであって、操作部Ｘ２全体を把持して操作することもできるし
、操作部Ｘ２の一部（例えば、一方の鍔部Ｘ２２）を把持して操作することもできる。
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【００５６】
　また、本実施形態では、台座部Ｘ１の裏面から起立部Ｘ２１の略中央高さ位置にかけて
ナット部Ｘ３を形成し、このナット部Ｘ３を利用してボルト１４に螺着可能にしている。
【００５７】
　ここで、当該止着具Ｘ及び前記藻類増殖部材本体２１の材質について詳述する。
【００５８】
　前記止着具Ｘ及び前記藻類増殖部材本体２１は、樹脂からなり、本実施の形態において
は加熱により融解し、冷却すると固化する熱可塑性樹脂を用いる。
【００５９】
　具体的には、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリ塩化ビニル、ポリスチレン、シンジ
オタクチックポリスチレン、ＡＢＳ樹脂、ＡＥＳ樹脂、ポリアミド、ポリアセタール、ポ
リエステル、ポリカーボネート、変性ポリフェニレンエーテル、ポリスルホン、ポリアリ
レート、ポリエーテルイミド、ポリアミドイミド、ポリフェニレンサルファイド、液晶ポ
リエステル、ＰＥＥＫ、ＰＥＮ、パラフィンワックス、モンタンワックス、カルナバワッ
クス、脂肪酸エステル、グリセライト、変性ワックス及びシラン変性ポリオレフィン重合
体等、公知の熱可塑性樹脂の中から、耐海水性、耐候性、藻類との相性を鑑みて選定した
樹脂を使用する。
【００６０】
　尚、特に好ましいものは、シンジオタクチックポリスチレン、ＡＥＳ樹脂である。
【００６１】
　本体を構成する樹脂部は、天然に産出される無機フィラーと、総容量に対し一定量以下
の樹脂とを含有することが好ましい。
【００６２】
　具体的には、前記無機フィラーは通常の樹脂と比較して環境への負荷が小さいため、前
記無機フィラーの含有率を、５０重量％以上（好ましくは、６０重量％以上、より好まし
くは、７０重量％以上）としている。当該無機フィラーの含有率は、例えば衝撃強度など
、得られる成形品に必要な物性を鑑みて判断する。また、当該無機フィラーの粒径は、成
形に支障が無い程度、例えば、平均粒径数百μｍ以下程度であれば良い。
【００６３】
　更に、当該無機フィラーは天然に産出される無機フィラーであり、特に前記止着具Ｘ及
び藻類増殖部材本体２１は、自然界、更には海中で使用されるため、当該無機フィラーを
海中に存在する資源に由来する無機フィラーとすることが望ましい。
【００６４】
　ここで、天然に産出される無機フィラーとしては、珪石粉末、炭酸カルシウム粉末、石
灰石粉末、シラス粉末、骨石粉末、珪藻土粉末、粘土粉末等が考えられる。また、海中に
存在する資源に由来する無機フィラーとしては、牡蠣、ホタテ、サザエ、赤貝、つぶ貝、
アサリ、しじみ等の貝殻粉末や、サンゴ粉末等が挙げられる。
【００６５】
　その他、強度向上のための添加物として、弾性率、強度、弾性回復率等の力学特性に優
れた短繊維、ウィスカ、フィブリッド等の繊維状のものであり、例えばガラス繊維、炭素
繊維、アルミナ繊維、炭化ケイ素繊維、チタン酸カリウムやホウ酸アルミニウム等のウイ
スカ、ボロン繊維やチタン繊維等の金属繊維、アラミド繊維等の有機繊維、ヤシ、もみが
ら、ケナフ、麻、木綿、絹や納豆等の天然由来の繊維状物質を止着具Ｘ及び前記藻類増殖
部材本体２１に混在することが考えられる。
【００６６】
　コンクリートベース３は、図１に示すように、海底において当該増殖礁Ａを安定設置す
るためのアンカー機能を有する部材であって、コンクリートにより一体形成されたベース
本体３１及び三本の支持脚３２から構成されるものを基本構成としている。
【００６７】
　中間取付部材４は、図１に示すように、平面視略矩形状を成す薄板状の基板部４１と、
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この基板部４１の上面に突設した４つの隙間調節用突起部４２とを具備し、これら各部を
コンクリートにより一体に形成したものである。
【００６８】
　防護ネット装置５は、図１に示すように、コンクリートベース３に立設した柱状部材５
１と、これら柱状部材５１を利用して取り付けられる防護ネット５２と、この防護ネット
５２を柱状部材５１に留める留め具５３とを具備して成るものである。なお、同図におけ
る防護ネット５２及び留め具５３は作図の都合上一部を省略して図示している。以下、各
部をより具体的に説明する。
【００６９】
　防護ネット５２は、可撓性を有する化繊製のものであって、図１に示すように、４つの
柱状部材５１の上端部間を結んでなる面と略同じ大きさを有する上面網５２１と、隣接す
る柱状部材５１間にそれぞれ配される計４つの起立網５２２とを備えてなり、且つ、上面
網５２１の各辺とこれら上面網５２１の各辺にそれぞれ隣接する起立網５２２の辺とを連
続させた単一のものである。
【００７０】
　そして、上面網５２１の網目寸法を、アイゴ、イスズミ、ブダイ等の藻食性魚類が通過
できない程度の大きさに設定している。また、起立網５２２を、上下２段を成すように構
成し、下段側の網目寸法を、稚体の通過を妨げ得るとともにヒトデ、タコ等の肉食性海中
動物の侵入を防ぎ得る程度に設定する一方、上段側の網目寸法を、下段側の網目寸法より
も拡開させつつ藻食性魚類が通過できない程度の大きさに設定している。さらに、フジツ
ボや貝等の付着物が防護ネット５２に付着することを防止するために防護ネット５２全体
にシリコンを塗布している。
【００７１】
　また、本実施形態では、留め具５３として、いわゆるインシュロックタイプの結束バン
ドを用いている。そして、この留め具５３は、カッターナイフや鋏等刃部を有する道具を
用いて切断できるよう、一般的な合成樹脂製のものとしている。
【００７２】
　貫通孔用部材６は、図１に示すように、剛性のある平面視略矩形状の枠体とこの枠体に
周縁部を支持させた化繊製の網部とを備えるものである。そして、当該貫通孔用部材６の
網目寸法を、稚体の通過を妨げ得る程度に設定している。また、本実施形態では、フジツ
ボや貝等の付着物が貫通孔用部材６に付着することを防止するために貫通孔用部材６全体
にシリコンを塗布している。
【００７３】
　次に、藻類増殖部材２を磯根資源増殖ブロック１に取り付ける方法について説明する。
【００７４】
　なお、防護ネット５２は、その一部又は全部が柱状部材５１から取り外されており、作
業者が、藻類増殖部材２及び磯根資源増殖ブロック１に容易にアクセスできるものとして
説明を進めることとする。
【００７５】
　まず、図４に示すように、垂下式中間育成システムにて前記藻類増殖部材本体２１の上
に藻類を育成した後、当該藻類増殖部材本体２１を海中から引き上げて吊下げ具Ｈから藻
類増殖部材本体２１を取り外す。そして、図２に示すように、当該藻類増殖部材本体２１
を磯根資源増殖ブロック１のボルト１４にスペーサ部材２２を介在させた状態で貫通させ
る。
【００７６】
　その後、当該藻類増殖部材本体２１の上から止着具Ｘをボルト１４に嵌め、止着具Ｘの
操作部Ｘ２を用いて止着具Ｘを締まる向きへ回すことで、ボルト１４とナット部Ｘ３が螺
着し、当該藻類増殖部材本体２１を磯根資源増殖ブロック１にスペーサ部材２２を介在さ
せた状態で固定することができる。
【００７７】
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　尚、本実施の形態においては、前記藻類増殖部材本体２１の表面２１Ａから拡張した藻
類の根が前記活着部２２１に活着可能な状態に、前記藻類増殖部材本体２１を前記スペー
サ部材２２に対して取り付け、藻類増殖部材本体２１と当該藻類増殖部材本体２１を海底
に保持する磯根資源増殖ブロック１との間に前記スペーサ部材２２を介在させる構成とし
ている。
【００７８】
　以上のように、前記藻類増殖部材本体２１の表面２１Ａ上に、前記藻類の生育段階に合
わせて少なくとも３段階に高さを異ならせた複数の突起部２１２ａ、２１２ｂ、２１２ｃ
を設けていることで、藻類の生育段階に合わせた生育環境を藻類増殖部材本体２１の表面
２１Ａに簡易に構成することができる。また、前記藻類増殖部材２を利用することにより
、藻類が良好に育ち藻場においても適切に活着する確率が飛躍的に向上する。
【００７９】
　前記突起部２１２ａ、２１２ｂ、２１２ｃを前記藻類増殖部材本体２１の表面２１Ａに
対して垂直に設けると共に、前記突起部２１２ａ、２１２ｂ、２１２ｃを円柱形状として
いるため前記藻類増殖部材本体２１を簡便に製造でき、更には製造方法の選択自由度が増
す。
【００８０】
　加えて、前記藻類増殖部材本体２１を樹脂にて成形していることで藻類増殖部材本体２
１をより簡易に製造できる他、軽量化を図ることが可能となるため取り扱いの利便性が向
上し、例えば垂下式中間育成システム等にも好適に利用することができる。
【００８１】
　また、前記藻類増殖部材本体２１を射出成形していることで、量産性に優れ、品質のば
らつきが小さい部材を得ることができる。
【００８２】
　更に、前記藻類増殖部材本体２１から拡張した藻類の根が活着する活着部２２１を有す
るスペーサ部材２２を具備し、前記藻類増殖部材本体２１を前記スペーサ部材２２に対し
て取り付け、藻類増殖部材本体２１と当該藻類増殖部材本体２１を海底に保持する磯根資
源増殖ブロック１との間に前記スペーサ部材２２を介在させている。
【００８３】
　これにより、生育した藻類が徐々に根を拡張して、藻類が成長し、成長した藻類に適し
た生育環境を活着部２２１に整えておき、藻類の生育環境をより向上させることができる
。
【００８４】
　更には、当該スペーサ部材２２にて藻類増殖部材本体２１を離間させているため、例え
ば、海底の砂が舞って前記藻類増殖部材本体２１の上の藻類の胞子等が砂に埋もれてしま
うことを防止することや、生育した藻類の根が張る部位を確保することが可能となる。
【００８５】
　加えて、前記藻類増殖部材本体２１を前記スペーサ部材２２に対して着脱可能に取り付
ける構成としていることにより、例えば、前記藻類増殖部材本体２１から拡張した藻類の
根が前記活着部２２１に活着した後に新たな藻類増殖部材本体２１を再び前記スペーサ部
材２２に取り付けて更に藻類を追加することで豊富な藻類を蓄えた藻場を実現することが
できる。また、当初取り付けた藻類増殖部材本体２１の上で藻類が生育しなかった場合に
は、良好に育っている藻類増殖部材本体２１に取り替えるなど、個々の生育状況に応じて
柔軟な対応をすることも可能である。
【００８６】
　更には、このようにスペーサ部材２２を、藻類の胞子等を付着させた藻類増殖部材本体
２１と別体とすることで、藻類増殖部材本体２１の形状や重量等の自由度が飛躍的に高ま
り、当該藻類増殖部材本体２１を軽量且つ取り扱い易い形状とすることができる。
【００８７】
　また、前記スペーサ部材２２と前記藻類増殖部材本体２１との間に隙間を形成するため
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の凹部２２３を前記スペーサ部材２２に設けているため、容易に前記藻類増殖部材本体２
１をスペーサ部材２２に対して着脱できる。
【００８８】
　加えて、前記突起部２１２ｃに藻類の胞子等を付着させた種糸Ｙを掛け回すことによっ
て、種糸Ｙを取り付けるように構成していることで、藻類増殖部材本体２１に藻類が着生
し成育すると、藻類は藻類増殖部材本体２１に形成した突起部２１２ａ、２１２ｂ、２１
２ｃを抱きかかえるように根を張ることができるため、藻類を安定的に藻類増殖部材本体
２１に活着させることが可能となる。
【００８９】
　更に、前記種糸Ｙを差し入れる差込口２１３ａと、当該差込口２１３ａよりも幅狭な固
定口２１３ｂと、当該差込口２１３ａと前記固定口２１３ｂとを連通する連通溝２１３ｃ
とを有する固定用切欠部２１３を前記藻類増殖部材本体２１に形成し、前記差込口２１３
ａから前記固定口２１３ｂに向って順に前記種糸Ｙを差し込んで固定する構成を採用して
いるため、突起部２１２ａ、２１２ｂ、２１２ｃに掛け回した種糸Ｙを生育部材に容易に
固定できる。
【００９０】
　また、前記藻類増殖部材本体２１に、当該藻類増殖部材本体２１を水中に吊り下げるた
めの吊下げ具Ｈを取り付けるための吊下げ具取付部２１５を設けていることで、例えば藻
類増殖部材本体２１のみを海中に吊り下げて藻類を胞子から初期培養等し藻類をある程度
まで生育するような方法を容易に実現し、藻類の生育を更に良好とすることができる。
【００９１】
　尚、本発明は上記したこれらの実施形態に限られるものではなく、本発明の趣旨を逸脱
しない範囲で種々変形が可能である。
【００９２】
　本実施の形態においてはカジメ等の藻類について説明したが、仮盤状の付着器にて前記
藻類増殖部材本体２１に付着するホンダワラ、アカモク等の藻類を生育・増殖させて藻場
を形成してもよいのは勿論である。その際には、前記突起部２１２ａ、２１２ｂ、２１２
ｃの高さ等を藻類の生態に合わせて変更すると良い。
【００９３】
　また、本実施の形態においては、台座として磯根資源増殖ブロック１を利用しているが
、その他、海中に存在する岩などを台座として利用することも考えられる。
【００９４】
　前記藻類増殖部材本体２１や止着具Ｘを製造する成形方法としては、射出成形法、押出
成形法、加圧成形法等を用いることができるが、これらに限定されるものではなく、公知
の成形法を利用することができる。
【００９５】
　更に、本実施の形態においては、凹部２２３をスペーサ部材２２に設けているが、例え
ば前記藻類増殖部材本体２１の裏面２１Ｂを凹ませるなどして前記凹部２２３を前記藻類
増殖部材本体２１に形成してもよい。
【図面の簡単な説明】
【００９６】
【図１】本発明の実施形態に係る増殖礁を示す斜視図。
【図２】同実施形態における止着具及び藻類増殖部材等の取付関係を示す斜視図。
【図３】同実施形態における藻類増殖部材を磯根資源増殖ブロックに取り付けた状態を示
す斜視図。（藻類が活着部に活着した状態を示す斜視図）
【図４】同実施形態における藻類増殖部材の取り扱い方法を示す模式図。
【図５】同実施形態における藻類増殖部材本体の平面図。
【図６】同実施形態における藻類増殖部材本体の正面図。
【図７】同実施形態における藻類増殖部材本体の拡大側面図。
【図８】同実施形態におけるスペーサ部材の平面図。
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【図９】同実施形態におけるスペーサ部材の側面図。
【図１０】同実施形態における止着具及び藻類増殖部材の平面図。
【図１１】同実施形態における止着具及び藻類増殖部材のＡ－Ａ線断面図。
【符号の説明】
【００９７】
ＢＯ・・・藻類
Ｙ・・・種糸
Ｈ・・・吊下げ具
１・・・台座（磯根資源増殖ブロック）
２・・・生育部材（藻類増殖部材）
２１・・・生育部材本体（藻類増殖部材本体）
２１Ａ・・・表面
２２・・・スペーサ部材
２１２ａ・・・突起部（第一突起部）
２１２ｂ・・・突起部（第二突起部）
２１２ｃ・・・突起部（第三突起部）
２１３・・・固定用切欠部
２１３ａ・・・差込口
２１３ｂ・・・固定口
２１３ｃ・・・連通溝
２１５・・・取付部（吊下げ具取付部）
２２１・・・活着部
２２３・・・凹部

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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